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2022年 6月 14日の 

ティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式ファンドの基準価額の変動について 
 
 2022年 6月 14日、ティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式ファンドの基準価額が前営業日比で大きく下落したことを
受け、基準価額の主な下落要因と今後の運用方針についてお知らせいたします。 
 
【基準価額の騰落率】 

コース名 
6/13（月）の
基準価額 

6/14（火）の
基準価額 

前営業日比 
前営業日比 
騰落率 

B コース（資産成長型・為替ヘッジなし） 16,542円 15,632円 ▲910円 ▲5.50% 
D コース（分配重視型・為替ヘッジなし） 14,525円 13,726円 ▲799円 ▲5.50% 
【市場環境】 

マーケット指標 6/10（金） 6/13（月） 騰落率 

MSCI オール・カントリー・ワールド・インデックス 
（税引前配当込み、米ドルベース） 

1,364.18 1,314.34 ▲3.65% 

出所：ファクトセット 

為替レート（対円） 6/13（月） 6/14（火） 騰落率 
米ドル 135.00 134.13 ▲0.64% 
出所：ファクトセット 

 
【基準価額の下落要因】 
6月 13日の世界株式指数は前営業日に続いて下落しました。14,15日に米連邦公開市場委員会（FOMC）を控える
中、10 日に発表された 5 月の米消費者物価指数（CPI）の伸び率が市場予想を上回ったことで、米連邦準備理事会
（FRB）は 0.5％幅の利上げを強く示唆してきたものの、市場では利上げ幅が 0.75％以上になるとの観測がより広がりま
した。金融引き締めペース加速によって米国経済や企業収益を押し下げるとの警戒感が強まったことで、幅広い銘柄が売ら
れる展開となりました。 
当ファンドの上位組入銘柄では、米国証券会社のチャールズ・シュワブ、航空機関連のエアバス、アマゾン・ドット・コムやマスタ
ーカードの株価が下落し、基準価額にマイナスの影響を与えました。 
 
【今後の見通しおよび運用方針】 
10 日に続き、13 日も FRB の金融引き締めペースの加速懸念が広がりました。中国のゼロコロナ政策による世界経済への
影響も引き続き懸念され、市場では景気後退局面入りへの警戒感が広がっています。このような環境下、15日に発表予定
の FOMC の声明に注目が集まっており、内容次第では株式市場が大きく動く展開となることが予想されます。 
金利市場のボラティリティの主因となっているインフレは、ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギーや食料の供給不足やコロナ
禍後のサプライチェーンのボトルネックなど供給側の要因が大きく、金利引き上げによる抑制効果の即効性は見込みにくいため、
短期的にはインフレ率は高止まりする可能性があります。このため、金利変動の高い状況から株式市場も値動き激しい状況
が当面続くと想定されますが、歴史を振り返るとこのようなインフレショックは、その後の供給側の対応変化と需要の鈍化を通
じて、多くの場合デフレ圧力につながってきたということが分かっています。また、インフレは代替製品へのシフト、新たな需要供
給システムの構築、設備投資の加速、消費の変化などをもたらし、新たな投資機会を提供すると考えています。今回のインフ
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レ局面でも、ウクライナ情勢は見通しが艱難ですが、パンデミックの歪みは収束に向かい、インフレの伸びも次第に緩やかにな
ると見ています。 
こうした見通しのもと、運用チームではポートフォリオの将来を見据えた位置づけを目指しています。その為には現在のような不
透明な環境下でも固有の成長要因を有する企業を丹念な企業調査・分析によって発掘することに注力すると同時に、中国
やブラジルの新興国市場においても慎重な調査を行い、投資機会を探っています。当運用チームは、常に変化する世界を想
定して運用を行っており、こうした世界では想像力を働かせながら、綿密なファンダメンタルズ調査による慎重な逆張りが長期
的に良好なパフォーマンスに繋がると考えています。ボラティリティが高い市場環境が続く中でもこうした投資フレームワークを堅
持していく方針です。 

 
以上 

 
当資料に関する留意点 
 当資料は、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社が、情報提供等の目的で作成したものであり、特定の運用商品を勧誘するものではなく、金融商品取
引法に基づく開示書類でもありません。 

 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではありません。 
 当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。また、本資料で示したデータ等は、情報提供を目
的として掲載したものであり、将来の投資成果を示唆、または保証するものではありません。 

 「T. ROWE PRICE, INVEST WITH CONFIDENCE」および大角羊のデザインは、ティー・ ロウ・プライス・グループ、インクの商標または登録商標です。 
投資信託に係るリスク 
 投資信託は預貯金と異なります。投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動し、投資元本を割り込むことがあります。 
 投資信託の運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失が生じることがあります。 
 投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますの
で、投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。 

投資信託に係る費用 
投資信託の投資者が負担する費用には以下があります。 
投資者が直接的に負担する費用： 
 購入時手数料：上限3.3％（税抜3.0％）  
 信託財産留保額：ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用： 
 運用管理報酬（信託報酬）：上限 年率1.683％（税抜1.53％）  
 その他費用：法定書類等の作成等に要する費用、監査費用、組入有価証券の売買委託手数料、外貨建資産の保管等に要する費用等があり

ます。運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することはできません。 
上記の手数料・費用等の合計額については、投資者が投資信託を保有する期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
 
ご注意：上記に記載しているリスクや費用項目は、一般的な投資信託を想定しており、費用の料率は、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社が運用する
全ての公募投資信託のうち、投資者のみなさまにご負担いただく各費用における最高の料率を記載しております。リスクや費用は投資信託ごとに異なります
ので、詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
 
ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社 
金融商品取引業者：関東財務局長（金商）第 3043号 
加入協会：一般社団法人日本投資顧問業協会/一般社団法人投資信託協会 
 


